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じ め に

モノ，カネに

いる。こう書き

はない，比較的

間の人の移動，

の移住などがあ

ないし 年く

続いてヒトの移動もグローバ

始めると，モノ，カネはとも

新しいところでも，新大陸の

あるいは東アジアからオース

るのではないか，といった異

らいの間に始まったというも

ル化の度を高めつつあること

かく，ヒトの国際的な移住は

発見に至った大航海時代やヨ

トラリアや北米への 世紀後

論が出そうである。確かに国

のではない。しかし，現代の

がしばしば指摘されて

，今に始まったことで

ーロッパ諸国と植民地

半から 世紀にかけて

際的な人の移住はこの

国際移住は，交通・通

信手段の飛躍的

相を示すように

的には移住者受

中で，合法的お

なってきている

場などでの協議

こで，本稿では

な進展ともあいまって，量的

なっている。同時に，かつて

入国に転化したり，また，多

よび違法な移住者の増加に直

のである。共通の課題を抱

などをも通じ，対応策がかな

，こうした状況について，国

にも質的にもそれ以前の状況

は移民送出国であったヨーロ

くの先進国が少子化，高齢化

面するなど，この面では共通

えるようになって来た先進国

り似通ったものとなりつつあ

際的な人の移住の現状を踏ま

とは大きく異なった様

ッパ諸国や日本が実質

，かなり高い失業率の

の課題を抱えるように

では， や の

るのも事実である。そ

え，日本や欧米諸国の

抱える課題と各

するものである

国がどのような移住（受入れ

。

）政策をとってきたかについて振り返ってみようと
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１ 国際的な移住（

） 日本や欧米諸国にと

）

っての課題（山神）

の現状

国連人口

％）を占めて

ていない
）
）。移

機関（ ）

いようである

年には１

局の推計によると， 年の

いる（この数字には各国政府が

住者の定義について確立した

では，通常，１年以上外国に

。同じ統計によれば， 年

億 万人であったとされて

世界の人口 億強のうち，移

把握できていない不正規な移住者

定義が必ずしもあるわけで

居住する者で，学生を除く意

の国際的な移住者は，

いる
）
。この数字から見ると，

住者は１億 万人（

は含まれ

はないが，国連や国際移住

味で使っていることが多

万人， 年には 万人，

年から 年にかけ

ての国際的な

とがうかがわ

が最近

国際間

う印象が

％，

である。

女性が

移住者の増加は比較的緩やか

れる。

の国際的な移住についての傾

の人の移住というと南側の発

一般的であるが，北側先進国

％であった。すなわち，過

家族の一員ないし男性ととも

であるのに対し，その後の

向を取りまとめたところを簡

展途上国から先進国への移

が吸収した移住者数は，

半数は南側諸国，発展途上

に動くというのではなく，

増加が大きくなっているこ

潔に紹介すると，

住が多いのではないかとい

年と 年で，それぞれ

国に受け入れられているの

独立して移住するケースが

増えてお

女性は，

労働や性

高度の

銀行はア

また，ヨ

しかし，同時

り，移住者の約 ％が女性

貧困や職業に就く可能性の少

的な搾取の対象となることも

教育を受けたり，専門的な資

フリカから毎年７万人の専門

ーロッパから北米に惹かれる

に も指摘するように，

であった（

なさから移住することが多

多い。

格を持っているような者の

家，大学卒業者が欧米へ流

科学者も少なくない
）
。

世界の人口の大半は，国際的

）。しかし，同時に，

く，男性に比して強制的な

移住が増加している。世界

出していると推定している。

な移住に巻き込まれるこ

となく，生ま

ークがなかっ

人的な動機も

な通念とは若

求めて，南側

ないのである

れた土地にとどまっているの

たり，家，家族，友人の下を

また移住を思いとどまらせる

干異なり，もっとも貧困にあ

諸国から北側諸国に向けて単

。

である。移住することがで

去ってまで移住したいとは

大きな原因ともなっている

えぐグループに属する人た

一方向への移住の流れを構

きるような資産やネットワ

思わないといった単純で個
）
。こうしてみると，一般的

ちがやむなく生活の向上を

成しているというわけでは

で

この報告書

２ 先進国に

は最近， 加盟国におけ

は， の移住に関する継

おける移住者の受入れ状況

る移住者の状況に関する 回

続的な報告システムの年次報

）で，通常 レ

目の報告書を公表した。

告（

ポートと呼ばれている。
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この年次報告は

が急増するよう

うになり，また
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当初，欧米諸国における移住

になった 年代にはこれら

，日本における外国人労働者

学（第 巻・第３号）

労働者に関する報告であった

の者の動向に関する記載がか

の流入が注目されるようにな

が，難民，庇護申請者

なりの部分を占めるよ

った 年代には日本

もこの継続的な

のいくつかの国

米国にお

除く）が短

カ

しては，ド

どとなって

報告システムに加わるように

の状況を取りまとめてみると

いては 万人以上の移住者

期的な許可（

国においては 万人の移住

イツが 万人，スペインが

いる。

なった。この最新の報告書の

，

が永住を許可され，また，

）を受けた。

者があったことが報告されて

万人，英国が 万人，イ

）

記載に基づき， 年

万人の移住者（学生を

おり，その主な内訳と

タリアが 万人，な

日本から

また，同報告書

（

の動向を考察し

合を理由とする

このような状況

数を制限する動

方が 歳以上で

は 万人の移住者が報告さ

は，永住ないし長期移住者の

）を理由とするもの，お

ている。それによれば，米国

ものであり，フランスでは

下において，イタリア，フラ

きを示しており，特にデンマ

あることや家族的絆の証拠と

れている。

構成について，雇用を理由と

よび難民であるものの３区分

においては， 年の永住者

％，カナダでも ％，スイス

ンス，デンマークなどが，入

ークは，家族再結合を理由と

しての財産上の要件などを設

するもの，家族再結合

に分けていくつかの国

のうち ％が家族再結

でも ％に上っている
）
。

国を許可される家族の

する夫婦については双

定した結果， 年か

ら 年にかけ

が寄せられてい

いる一方で，ス

ルウエーでも

を示している
）
。

以上に紹介し

してきていると

て家族再結合を理由とする

る
）
。他方，英国やオーストラ

ウエーデンでは難民であるこ

％を越えるなど，北欧諸国で

たような 年における先進

ころであるが，次に雇用を

入国が ％減った（ 人か

リアでは仕事を理由とする移

とを理由とするものが ％を

はなお難民を理由とするもの

国の移住者の受け入れ状況は

理由とする一時的な移住（

ら 人）という報告

住者が過半数を示して

越え，デンマークやノ

の受け入れが高い傾向

，このところほぼ継続

な入国は増加傾

は ％増），米

ってかなりの減

次に，各国に

（

）についてみてみることとし

向にあるが（たとえば，英国

国においては 年９月 日

少をみることとなった
）
。と

）として受け入れられた者は

おける不法移住の状況を簡

）の概数

たい。多くの 諸国で雇

は ％増，フランスは ％増

の同時多発テロ以後に取られ

はいえ， 年に米国に高

万 人に上るのではあるが

単に振りかえっておきたい。

ひとつをとっても，対象が不

用を理由とする一時的

，ドイツは ％増，日本

た規制措置の結果もあ

度の熟練労働者（
）
。

とはいえ，不法移住者

法であるだけにその実

際に近い数を推

も数百万人から

についての信頼

あると推定し，

在の正規化，合

不法残留者（正

定することは容易ではない。

最大で 万人という推定が

できる推定は米国以上に難

また，その全体の規模を考え

法化を求めた者が 万人に

規の入国者で期間更新を受けず

たとえば，米国における不法

なされている
）
。西ヨーロッパ

しく， では， で毎年

る目安として，過去５年にア

達していることをあげている

，かつ，出国もしていないもの）

移民の推定数について

における不法移住者数

約 万人の不法移住が

ムネステイーないし滞
）
。日本に関して言えば，

については，法務省の

（ ）



グロ

記録でかな

ている
）
。これ

えたのが日本

ーバル化の中での移住政策（

り正確な推計ができており，

に数万人と推定される不法

における不法移住者というこ

） 日本や欧米諸国にと

その数は平成 年１月１日現

入国者（正規の手続きをとらな

とになろう。

っての課題（山神）

在で 万 人強とされ

いで入国しているもの）を加

では

分近くを占め

があったが，

れる）割合が

ラウンド化す

，以上にみたような不正規な

ていると推定しているほか

庇護申請が認められる（難民

減少する中で，庇護が認めら

ることが多くなっているとい

３ 先進国の移住政策

移住者が，先進国への新規の

， 年には 万件近くの庇

としてあるいは人道的配慮を必

れなかった者がそのまま不法

う特徴も指摘している
）
。

を取り巻くさまざまな要因

移住者の３分の１から半

護申請者（ ）

要とするとして滞在が認めら

滞在者としてアンダーグ

や背景

国際的な移

特に発展途上

や，仕事につ

や，仕事の機

る
）
。また，近

地に伝わるよ

住が増大している理由ないし

国から先進国への人流をめぐ

く機会の多さ，人権の尊重など）

会の少なさ，自然災害や過密人口

年では，国際化，情報化の進

うになり，これが国際的な人

背景についてはさまざまな

っては，先進国側のプルフ

と発展途上国側のプッシュフ

，内乱や圧制など）がつとに指

展とともに先進国における

流を推進していることや，

分析が行われてきている。

ァクター（たとえば，豊かさ

ァクター（たとえば，貧困

摘されてきたところであ

各種の情報が瞬時に世界各

先に移住した者を通じても

たらされる情

また，中国に

ばれるグルー

グループの

“移住者の密

法移住の約半

いると推定し

報や人的ネットワークが寄与

おけるスネークヘッド，米国

プなど，非合法な方法で不正

存在の大きさも指摘されるよ

輸（ ）は，

分に関与している。英国では

ている。（中略）モロッコか

している面が大きいことが

―メキシコ国境で不法入国

規な人の移住を助けること

うになっている。 の報

いまや年 億ドルの成長産業

不法移住者の ％以上がこ

らスペインへの組織的な不法

いわれるようになっている。

を手助けするコヨーテと呼

をビジネスとしている犯罪

告書は，この面について

となっており，世界の不

うした業者の支援を受けて

な旅行には ドル程度し

かかからない

かかっている

ところで，

日本の

なってお

度存在し

他方，

が，より精緻な国境通過の手

。”と述べている
）
。

先進国側の国内事情を概括し

失業率は，他の 諸国

り，外国人労働者が自国民の

ている。

高齢化，少子化は多くの先進

続きを要するアジアから米

てみると，

よりも若干低いが，先進国の

職を奪っているのではない

国の流れとなっており
）
，外

国への旅は ドル以上

平均失業率は７％程度と

かという認識がかなりの程

国人労働者の必要性も認識

されてい

産

教育を受

９・

虚偽の

というような

る。

業，知価産業に見られるよう

け，あるいは熟練した労働者

以降は，特に安全保障上の考

庇護申請を含め，不正規の移

共通の国内事情，背景をあげ

に，科学技術の進展には目覚

に対する需要はきわめて高

慮を必要とするという認識

住が喫緊の課題として認識

ることができよう。

しいものがあり，（高度に）

いものがある。

が広まっている
）
。

されている。

（ ）



立命館経済

４ 諸国が近

学（第 巻・第３号）

年とっている移住管理政策

ここまでみて

ものとなりつつ

また各国で似通

国人の増加に対

），近年

重的な刑罰を課

きたように，日本を始め先進

ある。中でも，不法移住の増

ったものとなってきている。

応するために，こうした外国

注目されるようになってきて

したり，虚偽の庇護申請の増

国の移住問題を取り巻く状況

大が各国共通の関心事となり

その主なものを列挙してみる

人を雇用する者に対する罰

いる人の密輸（

加への対処措置を検討したり

は多くの面で似通った

，これに対する対策も

と，不法に就労する外

則を設けたり（

）には加

，グローバルなレベル

や地域的なレベ

措置によって滞

また， 年９

雇用主に

年代後半

罰することを中

米国において

ルでの国際協力を進めたり，

在を正規化し，不法滞在者を

月 日の事件後は，テロ対策

対する規制

以降の欧米諸国の不法移住に

核とする雇用主規制が幅広く

不法移住者に対する関心が高

一定の不法滞在者にアムネス

減らそうとしたり，といった

という見地からの審査の強化

対する対策として，違法な外

取られてきた。

まってきた 年代後半には

テイーを認めるなどの

あたりがこれである。

も進んでいる。

国人を雇用した者を処

，不法移住者を雇用す

るインセンティ

等の分野を中心

ることとした

強化ともあいま

果を上げること

用主に対し，雇

や不法移住者を

ブを減ずるべく，労働省が，

として労働基準（最低賃金，

（

って，不法移住者の流入を抑

ができなかった。そこで，

用にあたって合法的に働ける

雇用した場合には罰則を科

農業，繊維産業，建設，クリ

時間外労働，未成年者の雇用）な

）。この は，移

制することを期待されたが，

年代に入ると，不法移住に

者であるかどうかを確認する

すという 年の移住規制改

ーニング，レストラン

どの厳格な実施を求め

民局の行う国境管理の

必ずしも期待された成

対応するためには，雇

義務を課し，その違反

革法（

ては広く周知さ

職を求めての不

いほか，旅券や

こととなった。

ととなっていっ

西ヨーロッパ

）へと発展していくこと

れることとなったが，実際に

法移住者が継続したことから

グリーンカード，査証などに

そこで 年の新移民法では

たのである。

諸国は， 年の第１次オイ

になった。この改正法の下で

雇用主がどの程度遵守したか

も窺われるとおり，十分な成

ついて各種の偽造文書がそれ

さらに偽造文書に対する罰則

ルショックを機として，それ

の雇用主の義務につい

については，その後も

果を挙げたとはいえな

以前に比べて急増する

の強化にも乗りだすこ

までかなり広範に受け

入れていた外国

なった。このよ

“家族結合”を

おける迫害を理

許可を所持しな

則を厳格に適用

人労働者（ ）の

うな政策転換を受けて，その

理由とするものに移行してい

由に庇護を求めるものが増加

い外国人を雇用したり，労働

することとなっていった。

新規受け入れの停止に向けて

後の西ヨーロッパへの合法的

くが，同時に不法に移住して

していったのである。そのよ

許可の有無を確認しないで雇

大きく舵を切ることと

な移住は“労働”から

就労するものや本国に

うな中で，有効な労働

用したりした場合の罰

（ ）
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日本におい

をますます助

長する独立の

ーバル化の中での移住政策（

ても 年代後半からの不法

長させることとなっている不

犯罪
）
として処罰の対象とする

） 日本や欧米諸国にと

残留者，不法就労者の急増

法就労外国人の雇用主やブ

こととなった。

っての課題（山神）

の中で，外国人の不法就労

ローカーを，不法就労を助

以上にみて

罰とを含む対

ろの取締り

している。

“許可さ

ッパの多くの

きたように先進国においては

策を実施し，外国人が就労目

によって成果を挙げようとし

の成果について，

れていない外国人の雇用した

国の出入国管理政策改革の中

，不法移住問題に対しとり

的で不法に移住する推進力

たのである。ところで，こ

と は，近著の中

者を処罰する規定は 年代

核となった。この雇用主処

うる措置として，雇用主処

，吸引力となっているとこ

のようにして導入された

で次のようなとりまとめを

における米国や西ヨーロ

罰規定は，しばしば，不法

滞在中の外国

て実施された

働者を雇って

定化し，不法

もなくなると

直面すること

ったし，移住

おそれて申

人で一定の要件を満たすもの

。このアメと鞭を同時に使う

いる限り処罰を恐れることが

に就労する（させる）動機が

主張された。しかしながら，

となった。雇用主はその効果

労働者の側も滞在が正規化さ

請をしないということもあっ

に対しては正規の滞在を許

措置については，これによ

なくなり，また，労働者の

なくなり，さらにはローカル

実際にはこれらの措置は強

的な実行を妨げる政治的な

れると仕事につくのが難し

たのである。（中略）多くの研

可するという政策と並行し

り雇用主は正規化された労

側も滞在が正規化されて安

な賃金水準を下げること

力な利益思考による抵抗に

影響力を行使したこともあ

くなるかもしれないことを

究者は雇用主処罰を実施

したヨーロッ

ーロッパおよ

実際の能力を

全体的な成果

施を一時停止

る。（中略）

の文書を雇用

パ諸国政府の努力について否

び北ヨーロッパ諸国のいくつ

進展させたことを無視するも

はといえば均一ではない（

すると発表した 年までに

すでに 年には移民改革委

主に提出するようになってお

定的である。これらの研究

かの国において外国人の不

のである。しかしながら，

）ようにみえる。米国に

雇用主処罰制度は失敗した

員会が，多くの許可されてい

り， 年に採用された雇

者は， 年代以降の西ヨ

法雇用を抑止し，処罰する

雇用主処罰の実施に関する

ついては，政府がその実

とよく言われるところであ

ない外国人労働者が虚偽

用主処罰制度は失敗したと

結論づけて

が機能したか

人の密

不法移住

書については

おける国際社

いるのである
）
。”日本において

（しているか）を検証するこ

輸（

を助け，これが 億ドルを超

先に紹介した。こうした不法

会の懸念は，人の密輸にかか

も，雇用主処罰規定の導入に

とは事実上不可能である。

）の増加への対応

えるビジネスとして成立し

移住産業がますます肥大化

わる犯罪組織がますます悪

よってどの程度の抑止力

ているという の報告

する中で，最近 年前後に

質化，巧妙化，ネットワー

ク化を進め

っているので

概念との差異

ある の

では両方とも

かし，国連人

ていることである。特に，最

これについて振り返ってみ

について簡単に触れておきた

組織犯罪対策に関する会議や

に似通った文脈で用いられ，

権高等弁務官の

近は につい

ることとしたいが，その前に

い。 年代後半に筆者も

，アジア太平洋地域における

若干のニュアンスの差かと

によれば，

て語られることが多くな

という

一員として出席したことが

出入国管理関係部局会議

思われる程度であった。し

は利益のために移

（ ）



住するものであ

における利

立命館経済

り，平等ではないとはいえ

の移動は詐欺や強制に基

益は移動から生じるのではな

学（第 巻・第３号）

，商売上の取引のパートナー

づくものであり，搾取のため

く， の行き

である。これに対し，

のものである。

先国における性的サー

ビスまたは労働

場合にも酷使や

は多くの場合，

乞い，窃盗犯，

して，こうした

万人が国境を

から に送り

の対価から生じるものである

暴力を伴いうるが，

女性や子供が性的濫用や労働

偽装婚姻や養子縁組，臓器販

の対象となって

越えて移動させられ搾取の対

込まれているという米国国

）
”としている。また，

は とは異なっ

搾取のためにつれてこられる

売にまで転落することもある

いる者の数について， の

象となっており，うち約 万

務省の推定を紹介している
）
。

の報告書も，“いずれの

ている。”，

もので，最終的には物
）
”などとしている。そ

報告書では，年間で約

人は主にバルカン諸国

性産業をめぐっての人

の密輸に関して

携して多数の女

搾取を行ってい

多くの政府や

せるようになり

してきている。

年代後半からは

国が情報を交換

は世界中にその輪が広がって

性をウエイトレスやホステス

るといわれている。この分野

をはじめとする国際機関

， はこの問題に取り組

このような背景のもとでの各

，人の密輸に関して巨大な利

し，取締りを実践し，できる

おり，日本に関しても，国内

などとして働くといってだま

での問題の量的増大と深刻さ

， などもこの問題への

むことを 年代後半からの

国の政策協調もさまざまなレ

益を上げるブローカー，犯罪

限りの重罰を科していこうと

と海外の犯罪組織が提

して入国させ，性的な

が理解されるにつれて，

対応に多大な関心を寄

最大の課題のひとつと

ベルで進められ，

組織などについては各

いう方向への収斂が見

られたのである

罰の限度額が大

類型を規定し，

して犯罪の抑止

特に，この分

罪の防止に関す

処罰するための

。こうした流れを受けて，日

幅に引き上げられただけでな

これらの犯罪を犯した場合

を目指そうとしているのであ

野での国際的な共通の理解と

る国際連合条約を補足する人

議定書（いわゆる人身取引議定

本においても近年，出入国管

く，集団密航斡旋や実行者な

には懲役 年，罰金 万円

る
）
。

協力の進展を象徴する条約と

（特に女性および児童）の取引

書。 年発効）および国際的

理法令違反に対する刑

どに関する新たな犯罪

といった重い刑を規定

して，国際的な組織犯

を防止し，抑止し及び

な組織犯罪の防止に関

する国際連合条

る議定書（いわ

人身取引などの

合には特に滞在

用，偽造されな

されてきた領域

年現在これ

約を補足する陸路，海路およ

ゆる密入国議定書。 年発効）

被害者の立場になった者の取

を認めていくこと，関係国が

いよう必要な措置をとること

にまで入り込んで各国の努力

らの議定書には未加入である

び空路により移民を密入国さ

が締結されるに至っている。

り調べ，拘禁，送還などに際

情報を共有すること，自国が

など，これまで最終的には各

，協力を規定したものとなっ

が，人身売買の取締りの強化

せることの防止に関す

これら二つの議定書は，

しての配慮や必要な場

発給する旅行文書が悪

国の主権的裁量事項と

ている。日本政府は，

や被害者となった外国

人の救済，関係

正する法律（平

施できる体制を

庇護申請

難民であるこ

国との協力などについて，入

成 年法律第 号）において実

整えている。

者の増加への対応

とを理由として先進国に庇護

管法の改正などを含む法改正

現し，実質的にはこれらの議

を求める者の増加が各国の出

を，刑法等の一部を改

定書に定める事項を実

入国管理の政策担当者

（ ）
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の関心の中心

申請者の流入

約 万人
）
，

ーバル化の中での移住政策（

を占めるようになってからす

について簡単に振り返ってみ

年には約 万人に達したの

） 日本や欧米諸国にと

でに 年以上が経過してい

ると， 年には約２万人

である
）
。この数字はその後

っての課題（山神）

る。まず，ドイツへの庇護

であったのが， 年には

の累次にわたるドイツの国

内法制度の変

を示す
）
ことに

フランス，英

人，約 万人

年代に

あるが，その

西ヨーロッパ

更を経て 年には約 万人

なっていくのではあるが，な

国，米国についての数字を拾

であったのが， 年には約

欧米諸国において庇護申請者

萌芽はすでに 年代に認め

諸国が外国人労働者の新規受

， 年には約８万人，

おこの数字は高いものと認

ってみると，それぞれ，

５万人，約６万人，約６万

の急増がみられたことにつ

られていた。すなわち，第

け入れを停止ないし大幅削

年には約５万人へと減少

識されているようである。

年には約３万人，約３万

人となっている
）
。

いてはここにみたとおりで

１次オイルショックを機に

減するのと機を一にするよ

うに庇護申請

もかかわらず

を濫用するも

状況等を不明

国の代表が

）”

カ国に

こととなる。

者が増加し始めたのである。

，難民の地位を主張して，庇

のが目立つようになり（中に

にしてしまうような者も目立つよ

頻繁に“明らかに理由のない

として問題視するようになっ

おける庇護申請は 年には

こうした状況に対応するため

そして，これらの者の中に

護を求める者に対して定め

は，出発の時点で所持していた

うになった）， の執行

または乱用にわたる申請（

ていった
）
。その後も庇護申

約 万人（うちドイツは 万

，ドイツでは，経済的理由

は明らかに難民ではないに

られた慎重な手続き的保証

旅券等を故意に破棄して身分

委員会などの場で欧米諸

請は増加の一途をたどり，

人）というピークを迎える

，一般的困窮や武力紛争を

理由として脱

改正を行った

は西ヨーロッ

がり， 年

出された庇護

申請を行うこ

年７月

出してきても難民とは認めら
）
が，庇護申請の推移に影響を

パ諸国共通の問題であり，共

には 諸国間の庇護申請

申請は当該国における審査に

とは認めないことを明らかに

に開催された の移民ア

れず，庇護は与えられない

与えるには至らなかった。

通の移民・庇護政策を必要

手続きを調整することとなり

委ねることとし，その後，

したのである
）
。

ドホック委員会（政治家と内務

ことを外国人法に明記する

しかし，庇護申請者の問題

とするとの認識が徐々に広

， 加盟国のいずれかで

他の国に移動して再度庇護

官僚をメンバーとしている）

は，第３世

“難民は最初

することとな

を設立

ヨーロッパ全

開催された

束力はない）。

界からヨーロッパに庇護申請

に到達した安全な国にとどま

った
）
。

することとなった 年２月

域にわたって庇護政策を策定

司法・内務大臣会合は次の三

その内容を の広報

者が入国してくるのを抑止す

らなければならない”とする

７日のマーストリヒト条約は

する権限を与えているとこ

つの決議・結論を承認するこ

誌から拾ってみると，

るための政策を協議し，

従来からの政策を再確認

，司法・内務大臣に対し，

ろ，同年 月にロンドンで

ととなった（ただし法的拘

“第一に，安

全な国で保護

否することが

護申請を拒否

出身国に関

には迅速化し

全な第三国という概念を具体

を求めることができた場合に

できるようにするものである

し，異議申し出の可能性を制

する議論は，，申請者が一般に

た手続（

化したことであり，これに

はそのような者に対しては

。第二に，明らかに理由の

限することを広く許容する

迫害について重大なリスクの

）で処理することを許容する

より，庇護申請者が他の安

庇護手続へのアクセスを拒

ない申請に関し，公式に庇

ものである。第三の安全な

ない国の出身である場合

というのである
）
。”

（ ）



上記の基底をな

．一般に迫

められない

立命館経済

す考え方は，

害の恐れがないと考えられる

という結論を出す。

学（第 巻・第３号）

“安全な”国の出身者に対しては迅速に難民とは認

．“安全な

あるので，

．上記の

うに努める

ということであ

条項の見直しが

． の構

第三国”を経由してきたもの

“わが国は関与しない”，申請

または に該当するものは，

。

ろう。実際に上記の司法・内

行われ，

成国または安全と考えられる

については，庇護申請はその

は却下する。

“安全な”出身国または第三

務大臣会合の決議・結論に沿

他の国を経由してドイツに入

国で提出すべきもので

国向けに出国させるよ

う形でドイツでは庇護

った者に対しては庇護

手続きへの

．迫害が存

に理由がな

という条項を新

国は“安全な”

うことであろう

そうな国に対す

ったことによっ

アクセスを認めない。

在しないと考えられる国のリ

いものとみなす。

設したのである
）
。この庇護条

国になっており，陸路でドイ

。また，出身国の安全につい

る査証要件の強化が他方で進

てドイツにおける庇護申請が

ストに載っている国の出身者

項の見直しにより，ドイツと

ツに入ったものが難民と認め

ても幅広い国をリストアップ

行していることを想起すれば

大幅に減少したとはいえ，な

からの庇護申請は一般

国境を接するすべての

られることはないとい

した上で，問題のあり

，上のような措置をと

お年間数万人という庇

護申請者の流入

英国でも“安

迫害に関する重

とを明記したの

これが引き続き

同時に，ヨー

国との間で二国

があることも注目されるべき

全な国”の概念が立法化され

大なリスクのない国”の出身

である
）
。しかしながら英国の

政治的な課題となっている。

ロッパ諸国は，庇護を受けら

間協定の締結を拡大しつつあ

であろう。

ている。 年英国庇護お

者の申請を“迅速化された手

場合， 年以降も庇護申請

れない者の送還を容易にする

る。 年９月にドイツは，

よび移民法は，“一般に

続き”の対象とするこ

者の増加が続いており，

ため， 諸国と域外

流入した４万人のルー

マニア人の大部

諸国との間でそ

なった
）
。

諸国と域外

きた国に戻すこ

で覆われている

このような欧

分を送還することに合意する

の国を通過した庇護申請者の

の広報誌によると，

国との庇護申請者の再受け入

とができるように努めること

（

米諸国の状況に比して，日本

条約をルーマニアとの間で締

再受け入れに関する協定の締

の司法・内務大臣会合は，

れ協定のモデル案を承認し，

としたが，今日，ヨーロッパ

）とい

における庇護申請者の数の少

結したが，その後近隣

結を働きかけるように

年にブラッセルで，

庇護申請者を通過して

はこのような協定の網

うことである
）
。

なさがしばしば話題に

なる。 年の

難民認定申請が

こととなった，

年には

になったとのこ

すれば，日本に

レポートによると

あり， 人が難民と認めら

その申請数は 年以降増加

の申請があり， 人が難民と

とである
）
。日本がインドシナ

おける庇護申請者も，そして

，難民認定制度ができた

れ， 人が人道的な理由で特

しているが，欧米諸国に比べ

認められ，別に 人が特別に

難民について１万人以上の定

現実に庇護を認められる者も

年以来２， 人から

別に滞在を認められる

るとはるかに少なく，

滞在を認められること

住を認めたことを別に

少ないことは否定でき

（ ）



グロ

ない。この

（特に法務省）

を受けようと

ーバル化の中での移住政策（

数字に依拠して，内外で庇護

の難民認定制度の運用が不適

する者に対して原則として

） 日本や欧米諸国にと

申請者の支援に当たっている

当であるという批判が根強く

日という申請期限を設けて

っての課題（山神）

方々を中心に，日本政府

ある。特に，難民の認定

いたことについては，その

運用ぶりを中

ある
）
。ここで

け，当時も

ようにみえる

にとめ，日本

えておきたい

らは日本の法

心にアムネステイー・インタ

は，日本が原則として 日と

かなりの国がもっと短い申請

こと），例外措置の弾力的運用

での庇護申請，難民認定申請

。上に紹介したアムネステイ

律に従ってきちんとやってい

ーナショナルなどからも強

いう申請期限を設けた背景

期限を設けていたこと（最近

により十分対処できるとかん

が少ない理由ないし背景に

ー・インターナショナルか

るので問題はないといった

い批判が寄せられたことが

について詳述することは避

はもっと短い国が増えている

がえていた
）
ことにふれる

ついて若干の考察を付け加

らの批判に対し，法務省か

趣旨の反論が出されるに及

んで，ある国

して国際社会

は，

．第二次

面するま

中国とい

はほとん

際法の大家からむしろなぜ少

での理解に努めるべきだとい

大戦後の難民問題について言

で，日本が難民問題に対応を

った社会主義国との国境の壁

どなかったことや日本に逃れ

ないのかといったことにつ

う示唆が入国管理局に寄せ

に掲載してもらったことがあ

うと，日本が 年代半ば

迫られることはなかった。

はきわめて高く，日本にき

たいというインセンティブ

いてきちんと英語で説明を

られたことがあり，拙稿を

る
）
。そこでの筆者の要点

にインドシナ難民問題に直

その背景としては，ソ連，

て庇護を申請するような例

もなかったであろうことが

あげられ

．他方，

の流れが

いと思う

．日本に

労するこ

ンセンテ

る。

ヨーロッパにおいては，第二

確立し，庇護申請をして滞在

者が庇護申請をするという風

あっては，庇護申請をしなく

とができた限りにおいて，難

ィブが一般にそう多くはなか

次大戦後の難民問題への対

を得ることが一般化し，他

土が用意されていたことが

ても，観光等の資格で入国

民認定制度が設けられたあ

ったと考えられた。

処を通じて難民の受け入れ

の方法で入国・滞在できな

考えられる。

し，違法であれとにかく就

とも難民認定を申請するイ

．実際問

とする者

的等の立

というもので

約半数は日本

で，難民の側

れるのではな

題として，難民条約に定める

は存在するが，これらの者を

場で滞在を許容するかという

あった。さらに，今となって

以外への定住を希望したこと

で日本を滞在先として選択す

いかと考えている
）
。

政治的被迫害者以外にも国

あえて難民として保護する

問題として捉えることも重

考えれば，インドシナ難民

なども考慮すると，日本語

ることが欧米諸国に比して

際社会において保護を必要

のか，難民ではないが人道

要であろう。

として日本に到着した者の

をはじめとする諸条件の中

少ないということもあげら

なお，先に述

とで一応の整

入国審

すでにみた

雇用主に対す

べた 日という難民認定の申

理とした
）
。

査や不法移住者の摘発の強化

ように，各国は，不法移住者

る処罰の重罰化，外国人の密

請期限については，昨年の

と不法滞在者の合法化

，不法に労働に従事する外

輸，輸送，蔵匿に対する罰

法改正でこれを撤廃するこ

国人の増大に対処するため，

則の新設や加重，不法移住

（ ）



者の送還の促進

社に旅行文書の

このような規

立命館経済

，査証要件の強化（査証免除

確認義務を課したりなど，さ

制強化と並行して，多くの国

学（第 巻・第３号）

国を減らしたり，発給条件を厳

まざまな規制の強化が実施さ

が現に存在する不法移住者に

格化したりなど），航空会

れてきている
）
。

ついて一定の条件にみ

あう者に対して

年の米国の

労働者，ならび

定めていたが，

不法滞在者に対

どで何回にもわ

と，

その滞在を正規化，合法化

移民規制改革法は， 年前

にハイチおよびキューバから

この規定により約 万人が

する滞在の合法化計画は，

たって実施されたが，その一

（ ）す

からの不法滞在者， 日以上

の不法移住者に対してその滞

正規の滞在許可を得たといわ

年代以降米国，フランス，

端を 年版の レ

る施策をとってきた。

働いたことのある農業

在を合法化することを

れている
）
。このような

スペイン，イタリアな

ポートから拾ってみる

“スペインで

過措置として盛

あり，かつ，

たことがあり，

護申請を提出し

であるものに対

農業，家事労働

年にギリ

は，滞在の正規化が 年１

り込まれた。これは， 年

年２月１日から 年２月

年３月 日前にこれらの

たことがあり，または，スペ

して適用されることとなっ

，建設についての滞在および

シアで実施された正規化計

月の外国人法の権利および自

６月１日にスペインの地に

１日までの間に労働許可もし

許可を申請したことがあり，

イン国民， 諸国民もしく

た。約 の申請があり，

労働許可を求めるモロッコ人

画の下では，正規の許可を持

由に関する新条項の経

恒久的（ ）に

くは滞在許可を所持し

年２月１日前に庇

は第三国の国民の家族

約３分の１は主として

であった。（中略）

たない（ ）

外国人

イタリアにお

（ ）は，

ッコ人， は

年中に許可のな

であろうと発表

ベルギーでは

人が申請を行った。（中略）

ける正規化計画は 年に

年中に正規化される労働者

チュニジア人）と定めていた。

い移住者に付与され，また，

した。

正規化計画が 年１月に

始まり， 年まで継続され

の枠を （うち はア

（中略） 年６月には政府は

７月終わりまでの間に

実施に移され， 件（

た。 年 月の布告

ルバニア人， はモロ

の居住許可が同

件の申請が審査される

人のうち ％はコンゴ

民主共和国， ％

働市場への参加

年３月に

のに対して正

人（その

年 月，

）を採択し

はモロッコ出身であった）の申

が認められることになる。こ

はスイスが， 年 月 日

規化計画を実施した。この施

ほとんどがスリランカ人）に関

米国の議会は合法的移住およ

た。その中で， 年以前に

請があった。正規化により制

の手続きは 年 月に終了

前に入国した外国人で重大な

策は， 年人道的措置と

するものであった。

び家族平等法（

入国したことを証明できるこ
）

限のない滞在許可と労

する。

属人的必要性があるも

して知られているが，

とを条件に， 万人近

い不正規移住者

多くの国でこ

管理を厳格化す

ことによって雇

なり長期化し送

ましくないこと

の滞在を合法化する申請を認

うした正規化，合法化政策が

るに当たって，すでに滞在し

用主等これらの者を必要とし

還できるめどもないまま違法

，同じく労働に従事し，社会

めることとしている。”

とられた理由ないし背景とし

ている一定の者に対してはそ

ているセクターの理解を得る

状態で放置しておくことは社

にとってもその労働が必要で

ては，将来にわたって

の地位の安定化を図る

こと，すでに滞在がか

会的にも人道的にも好

あるのであれば，その

（ ）
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滞在を合法化

となど，さま

注意深く合法

ーバル化の中での移住政策（

することによって労働法規や

ざまな要因が挙げられよう

化に応じた。政府は失望し，

） 日本や欧米諸国にと

社会保障関係法令の適用を

。 ほかによれば，“不

もっと多くの申請が出され

っての課題（山神）

認めていくのが望ましいこ

法滞在外国人はゆっくりと

るよう法律や規則の緩和を

図った。おそ

とができたこ

られた多数の

他方，ドイ

を増加させる

おいては，教

ているとのこ

らく最も重要だったのは，合

とであろう。不法移住は思わ

移住者を送出している諸国の

ツや日本においては合法化計

ことになるとして，当局はこ

会関係者や労働組合関係者を

とであるが
）
。日本においても

法化により政府は不法移住

れていたより複雑な次元の

外国人が関係しているので

画を実施すればこれが呼び

うした施策の導入にはきわ

中心に合法化政策を求める

，不法残留者の悲惨な状況

の流れやプロセスを知るこ

問題であり，合法的に認め

ある
）
。”というのである。

水になって更なる不法移住

めて冷淡である。ドイツに

声が 年には大きくなっ

を支援しようとするグルー

プを中心に，

法務省などで

波を招きかね

入管法の下で

ることができ

許可を与えら

存在せず，文

てみると，日

一定の基準を設けての一律の

は，それでは法の支配に反す

ないなど，法の原則面や政策

は，不法滞在者に対する退去

ることとされており，近年で

れている。法務省では個々の

字通りケースバイケースで判

本における滞在の長さ，家族

滞在合法化，アムネステイ

る，新たなアムネステイー

的な危惧からの反対が根強

強制手続きの過程で，法務

は毎年１万人前後の者が入

事案は千差万別であり，特

断していると国会等で答弁

状況，生活の状況や日本の

ーを求める声が存在するが，

を求めて次の不法移住者の

い。しかしながら，日本の

大臣は特別に在留を許可す

管法第 条による在留特別

別在留許可を与える基準は

し続けているが，全体とし

社会との係わり合いの程度，

子供が本国に

考えられる。

日常的な入管

いるともいえ

外国人

以上にみて

帰っても適用できるか（言語

その意味では，制度としての

法の運用を通じて，個別に一

るのである。

労働者の受け入れ条件等の緩

きたように 諸国は不

や教育など）などを幅広く考

合法化，正規化計画のよう

定の者に対して正規化，ア

和

法移住の増加に対応すべく，

慮しているのではないかと

なものは存在していないが，

ムネステイーが実施されて

移住管理を強化しようと

努めてきてい

などに直面し

いる。

（

ーランドな

）に

働者（
）

るが，他方において高齢化

て，一定の外国人労働者の受

の報告書によると，高

）の受け入

どで拡大されており，特に

対する査証が急速に伸びてい

）の受け入れを図って

・少子化や 産業などに見ら

け入れの拡大，入国の簡易

度の技術者ばかりでなく，

れはオーストラリア，日本，

英国，ノルウェー，ドイツ

る
）
。カナダでも，労働市場の

きているし，投資家，企業

れる高度の技術者の需要

化に向けての動きも見せて

永住的ではない労働者

ドイツ，韓国，ニュージ

では季節労働者（

動向に配慮して，熟練労

家，自営業者の拡大を目指

している。

をブルガリア

このように

止されていた

の各国の選挙

を集めるよう

フランスも 年中に若年（

とルーマニアの２カ国と締結

西ヨーロッパ諸国は，一定分

外国人労働者について新たな

結果に見られるように，外国

な中では，現在の高い失業率

― 歳）の専門的職業従事者

し，こうした協定は合計で

野での労働者不足などを埋

受け入れを注意深く実行し

人労働者の排除を求めるよ

の下，いかに不足している

の受け入れに関する協定

に上ることとなった
）
。

めるために， 年以降停

始めている。同時に，最近

うな右派政党がかなりの票

といっても非熟練の一般労

（ ）



働者を受け入れ

とは間違いない

レストラン，農

立命館経済

ることについて国民の支持が

ところであろう。ドイツでは

業経営者などの間では受け入

学（第 巻・第３号）

得られないという認識は多く

， 年以降も一定の雇用主

れ再開に向けての強い要望が

の政府が持っているこ

グループ，特にホテル，

存在していたが，近年

の一時的外国人

政府を支持し，

努力に協力しや

日本における

して就職するも

留資格認定証明

米国人が ，

労働者（

これらの諸国がドイツや

すくしようとするためのもの

状況も簡単に振り返っておく

のと認めて在留資格“技術”

書を発給した件数は 人

中国人が ，韓国人が

）の受け入れ再開は，中

の進める不法移住や人の密

であると説明されているよう

と， 年中に法務省が専門

または“人文知識・国際業務

で，前年より ％の増とな

など
）
）。また，同じ 年中に

・東欧の新しい民主的

輸を規制しようとする

である
）
。

的な技術や技能を生か

”に該当するとして在

っている（その内訳は，

日本の大学や専門学校

等で勉学をして

ち 人が就

なっている（そ

の数を反映したも

られているカテ

３次出入国管理

に対しては円滑

いた者が就職を目的として

職のための在留資格の変更を

の内訳は，中国人が ，韓国

のとなっている
）
）。この数字か

ゴリーの職に就こうとする外

基本計画においてもこうした

な手続きで入国・在留を認め

在留資格の変更申請に及んだ

許可されているが，この数は

人が ，台湾人が などとな

らも伺われるとおり，日本の

国人は増加してきており，最

専門的な技術や技能を生かし

ていくこととしている。

数は 人で，そのう

前年比で ％の増と

っており，日本への留学生

現在の政策の下で認め

近法務省が発表した第

て就職しようとする者

年９

年９月

いかに確実に実

ビリティーが量

術も大幅に進歩

の）を判別して

それ以前から

月 日後にとられるようにな

日の同時多発テロ事件は，グ

施していけるかという課題を

的にも地理的にも飛躍的に拡

しているのに対応して，どの

いくことができるのかという

， の枠組みや国連

ってきた措置

ローバル化した国際社会に対

課すこととなった。グローバ

大し，情報の流れも飛躍的に

ように確実にテロリスト（

問でもある。

などの場で組織犯罪に対応す

し，新たなテロ対策を

ル化の中で，人間のモ

大きくなり，偽変造技

合理的にその疑いがあるも

るための協力について

の協議が行われ

などをめぐって

ぐっても国際的

は以前とは比較

を構築する必要

このような認

査全般にわたっ

てきていたし，国際民間航

協力が模索されてきていた
）
と

な対応，協力が実践されてき

にならないレベルでの効率的

性を認識させることになった

識の中で，米国は９・ 後，

て手抜きを廃し，厳格に審査

空機関（ ）などの場でも

ころである。また，すでに見

ているところであるが，国際

な管理体制を確立し，また，

のである。

累次の出入国審査強化策を実

をすることが徹底されるよう

旅行文書の偽変造対策

たように人の密輸をめ

的なテロリストの活動

国際的な情報交換体制

施し始めた。まず，審

になったばかりでなく，

国際空港を中心

り機を配置した

れを発給するの

て査証の発給に

も生じるように

動きもみられる

に入国港において非永住者で

のである。また，米国の領事

を原則とするという取り扱い

時間がかかるようになり，ま

なり，イスラム教徒を中心に

ようになっている。米国は，

ある外国人全員から指紋を採

館等で査証を発給する際には

の見直し，厳格化も実施する

た少しでも疑義が残ると査証

留学，研究先として米国以外

また，他国に対してもより厳

取すべく，指紋読み取

必ず領事が面接してこ

こととなった
）
。こうし

が出ないといった状況

の国を選択するという

格なテロリスト対策を

（ ）
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求め，特に米

変造や他人

リックス（生

ーバル化の中での移住政策（

国が査証を免除することとし

による使用を防止することが

体認証技術）を利用した 旅

） 日本や欧米諸国にと

ている日本など約 カ国に

できるように， で検討

券の早期導入を要求し，これ

っての課題（山神）

対しては，自国の旅券の偽

を進めてきたバイオメト

が受け入れられなければ

査証免除その

このような

に顔面像を

一あってもな

の行為を独

したのである

ヨーロッパ

ものを停止するというまでに

流れの中で，日本でも本年６

チップスに組み込んだ新旅

お本人かどうかの確認を行え

立の犯罪として規定し，懲役
）
。

においても，特に 年３月

なったのである。

月，旅券法の一部改正が行

券（ 旅券）を発給すること

るようにしたほか，旅券を

５年以下，罰金 万円以下と

のマドリッドにおけるテロ

われ，旅券面の写真とは別

とし，写真の偽変造が万

他人に貸与したりするなど

いった刑罰を課すことと

以降，安全に関する認識が

高まっており

って危険であ

５空港におい

般的な措置と

ようにしたり

，ドイツで 年９月に採択

ると考えられる者の追放の要

て虹彩読取装置を設置するこ

して，公の場で警察は 歳以

という流れとなっているので

５

された新移民法ではテロ活

件を緩和したし，英国にお

とが発表されたり，また，

上の何人に対しても同一人

ある
）
。

まとめに代えて

動の容疑者や国の安全に取

いては 年６月には主要

オランダにおいてはより一

性を確認することができる

諸

すなわち，不

政策を概観し

また，採られ

意図したとお

の流れを十分

国が不法移住者の増加の中で

法移住者の抑制と適正な管理

たところである。すでにみた

る対策も似通ったものとなっ

りの効果を挙げているとは言

に抑制できているとはいえな

，どのように移住者の流れに

体制をどう実現するかとい

ように，多くの国が同じよ

てきているのであるが，い

い切れないのが実情である

いし，ヨーロッパにおいて

対応しようとしてきたか，

う課題に対してとってきた

うな問題に直面しており，

ずれの国も，とった政策が

。いずれの国も不法移住者

とられている各種の措置に

もかかわらず

いても，国境

処罰規定の導

況にある。

年以降

停止や外国

て本国にいた

，庇護申請者の数が目に見え

警備の厳格化，一定の不法移

入にもかかわらず，不法移住

ヨーロッパ諸国において採

人労働者の帰国支援策は，意

家族が流入し，外国人労働者数

て減っているというわけで

住者に対する滞在の合法化

者の流入を管理することが

られた新規の外国人労働者（

図した効果を生まなかった（

を増加させることとなった）こと

もないのである。米国にお

政策と不法移住者の雇用主

できているとはいえない状

）の受け入れ

むしろ逆に，家族再結合とし

からも伺われるとおり，

制限的措置，

ある。少なく

状況を改善で

れることにつ

とは，単に経

上を図れるよ

外国人労働者に対する国境の

ともかなりの有識者の間では

きるよう支援し，大量の移住

いてはコンセンサスができつ

済援助を行うというだけでな

うな外交および通商政策上の

閉鎖につながるような政策

，より根源的には不法移住

を生み出す原因に対して手

つあるように思われる
）
。移

く，持続的な成長を実現し

イニシアティブを必要とす

には限界が感じられるので

者の出身国における諸般の

当てをしていくことが望ま

住を減少させるような措置

，政治的な安定や人権の向

るのであろう
）
。米国がメキ

（ ）



シコとの間で北

ける投資，職業

をあげる向きが

立命館経済

米自由貿易協定（ ）

機会の増加が不法移住者を減

少なくない
）
。そして，事実と

学（第 巻・第３号）

の締結に動いた背景のひとつ

じることにつながるであろう

してメキシコへの対外直接投

として，メキシコにお

との考慮があったこと

資は増加し，職業機会

も増えたことは

コ人に対する経

で開催された

る移住政策に関

締結に

を受けていた。

を生まなかった

事実であるが， ほか

済的，人口動態的な圧力が減

する分科会の中で，ブラウン

当たって，これが成立する

しかし現実には今も不法入

。”という議論を述べた。こ

は，その結果として米国へ移

じたとする証拠はないとして

とい

大学の

と，メキシコからの不法移住

国は多数継続しており，

れに対し，筆者は，現実に依

住したいとするメキシ

いる
）
。本年８月に東京

うシンポジウムにおけ

教授は，“われわれは，

が減少するという説明

はそのような結果

然として多数の不法入

国者があるとし

然性のほうが高

な経済統合がも

キシコの小規模

れば米国への全

解を紹介してい

西ヨーロッパ

あった。特に

ても，もし がなか

いのではないかという疑問を

たらす移住への影響について

農業に壊滅的な影響を与え

体としての移住はさらに大規

る
）
。

においても地域統合の推進と

年に向けた統一ヨーロッパ

ったならば，もっと多数の流

提起しておいたことが想起さ

の評価は容易ではないが，

たものの，もし によ

模なものとなったであろう

不法移住者の流れがどうなる

市場の実現が

入者があったという蓋

れる。こうした地域的

は， がメ

る貿易の自由化がなけ

という らの見

かは強い関心の対象で

と語られたことも

あって，他地域

極端に困難にな

るのではないか

トルコとの間で

をなくする個別

という配慮をし

かについての客

（中でも東ヨーロッパや北アフ

るのではないかという危惧感

という西ヨーロッパ側の不安

関税同盟を設立し，またモロ

の協定を締結するなどして，

てきたのである
）
。しかし，こ

観的な証拠があるわけではな

リカなど）から西ヨーロッパへ

が広まる一方で，そうなれば

感もあった。このような中で

ッコ，チュニジアおよびアル

地域統合の推進が不法移住者

れらの措置を通じて不法移住

く， 年にスペインのセビ

のモノやヒトの流れが

不法移住がさらに増え

， は， 年には

ジェリアとも貿易障壁

を増加させないように

の圧力が減ったかどう

リアで開催された

首脳会議では，

止を盛り込むと

の受け入れを要

日本における

少し， 年１

いる背景として

不法残留者の雇

不法移住者の流入阻止を優先

ともに，出身国・経由国に対

請したことが報道された
）
よう

不法残留者の趨勢を見ると，

月１日現在では約 万人とな

は，法務省や警察庁など関係

用などについての啓蒙を続け

課題に掲げて議論し， の

し，密出国阻止のための国境

な状況にある。

年の約 万人をピークと

っている
）
。不法残留者数が徐

官庁が摘発の努力をする一方

てきたこと，不法残留者が犯

対外政策に不法移住阻

検問強化と不法移住者

して徐々にその数が減

々にとはいえ減少して

で，社会の各般に対し

罪を犯したりする事例

が報道されるこ

代は日本の経済

以降日系ブラジ

習制度により人

と筆者は考えて

た，空港等で入

とによりこの問題に対する社

が失速し，新たな大規模な土

ル人等が自動車系列メーカー

手不足をうめる中小企業や農

いる。しかしながら，年間に

国拒否される者が１万人程度

会的理解が浸透していってい

木事業や建設工事などが少な

などで広範に雇用されるよう

家などが増えたことなど，複

３万人から４万人程度の被退

存在するにもかかわらず，不

ることのほか， 年

かったたこと， 年

になったこと，技能実

合的な要素によるもの

去強制者が存在し，ま

法残留者の減少がこの

（ ）
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程度であると

でもあり，こ

画において

ーバル化の中での移住政策（

いうことは，やはり毎年３―

の問題は引き続き重要な政策

も，“強力な水際対策の推進お

） 日本や欧米諸国にと

４万人の新たな不法残留者

課題として認識されている

よび不法滞在者の大幅な縮減

っての課題（山神）

が発生しているということ

。第３次出入国管理基本計

を通じたわが国の治安を

回復するため

他方，日本

少子化に伴っ

力を維持しよ

いう試算を

労働者年間

述べた第３次

の取り組み”が謳われている

においても労働者不足を感じ

て労働者人口の減少が現実化

うとすれば年間数十万人規模

出したといった話が報じられ

万人を受け入れる必要がある

出入国管理基本計画でも，人

のである
）
。

ている雇用主や職業分野が

しつつあり，国連関係機関

の外国人労働者を導入する

たことがある。日本の経済財

のではないかという試算を

口減少時代への対応を重要

存在している上，高齢化・

でも日本が現在の経済的活

ほかはないのではないかと

政白書（ 年）が外国人

出したこともある
）
。先にも

な課題としてあげていて，

現在受け入れ

受け入れ拡大

ィリピンやタ

の受け入れが

躇があり，一

日本の政策

きているので

な技術者，技

ている専門的な知識，技術，

を検討する可能性を色濃く示

イとの間で進められている

先方から強く求められている

件落着とはいかないようであ

課題としての外国人労働者受

あるが，これまで受け入れ

能者以外に大幅な拡大を図る

技能をいかして就職する者

唆するところとなっている

経済連携協定（ ）交渉にお

中で，その大幅な受け入れ

る
）
。

け入れ問題は， 年代後

てきた（そして徐々にではある

ことについては国民的なコ

以外にも，将来的にはその
）
。しかしながら，現実にフ

いて看護士や介護士など

についてはなお日本側の躊

半から断続的に検討されて

が幅も拡大してきた）専門的

ンセンサスは存在していな

いようにみえ

存在したが，

るとともに，

まで成功して

ッパ諸国にお

台頭を招いた

しかし，日本

る。日本の高度成長期にもヨ

これを実行しなかったことが

日本の省力化，オートメ化を

きたと認識されている政策を

ける移住者問題の推移が人種

りしている例をみると，これ

の人口動態や近隣諸国との

ーロッパに倣った外国人労

初任給をはじめとして国民

推進したというプラスに働

変更するのはただでも難し

間の軋轢となったり，外国

までの政策の大幅な転換も

関係を総合的に考えるならば

働者受け入れ論が経済界に

一般の所得の増加につなが

いてきてこともあり，これ

い。また，この間のヨーロ

人排撃を唱える右派政党の

容易ではないと考えられる。

，近隣諸国との 交渉

において労働

も含めた地域

） 本論

加えた

者の移動のより自由化に向か

的な統合を模索していく時期

文は，著者が 年８月 日に

の中の

ものである。

って舵を切り，将来的には

に来ているのではないかと

注

，六本木ヒルズで開催された

に関するセッションで英語で

東アジアでのヒトの移動を

思えるのである。 （以上）

発表した内容に加筆，修正を

）

） 同上

） 同上

） 同上

）

） 同上

） 同上

。

，

。

レポート ，

，

。

（ ）



） 同上。

） 同上。

） 同上，
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の表１．１

学（第 巻・第３号）

） の

トでは

万人

） 前

ようとし

また，同

という推

） 法務省

上級顧問を務めていた

（ ，

万人という数字があがっている

という数字をあげている（ ）

掲書 また，そこには，不

て捕まった者の数が， 年の

書の には， 年の報告

定をしたことが述べられている。

入国管理局発表。入管協会発行の

著の

）や

が，前掲の の

。

法移住の増大を推察する目安とし

から 年には に増え

書では， における不法移住者

“国際人流”（ 号， 年５

年の レポー

は，最大で

て，英国に不法に入国し

たこともあげられている。

は最低でも 万人に上る

月）

） 前

） 旧いと

務官が取

として，

ターとし

枠の存在

（

掲書，

ころでは， 年代の初めに難民

りまとめ，国連人権委員会の報告

高い人口増加率，食料不足，イン

て，経済的な機会の多さ，人権尊

などをあげている（

）

の大量発生と対応についてアガ

された中にも，発展途上国に存

フレーション，失業等が上げら

重のイメージ，リベラルな出入

・カーン元国連難民高等弁

在するプッシュファクター

れ，北側諸国のプルファク

国管理法令や難民受け入れ

） 前

） 先進国

では軒並

っている

） 以

（

国の国民

国港にお

掲書，

の中では米国の特殊出生率が２を

み 前後となっており，日本や

。

降，米国が入国港において指紋の

）を入れるようにとの要請

に対する査証免除は停止するとい

いて目の虹彩を採取することがで

越えているのが注目されている

韓国などは を割り込み，人口

採取に踏みきったほか，旅券な

が高まっている。特に米国は，

う強い姿勢を見せている。また

きるようにし，テロリスト等の

が，その他の 諸国

減少社会が目前のこととな

どの旅行文書に生体的特徴

生体的特徴を取り入れない

，英国においても主要な入

把握に努めようとしている。

） 年

の一般通

のときが

）

） 同上，

） 前

（

） 同上，

に施行された入管法改正後の入管

則による共犯として処罰される可

始めてであった。

および

（

掲書， なお，この数につ

および ，同上 ）

および脚注 ）

法第 条の２。それ以前も不法

能性はあったが，独立の犯罪類

いては 万人に上るのでは

就労外国人の雇用主が刑法

型として規定されたのはこ

）

ないかという向きもある

） 日本の

役または

程度の罰

あり，こ

など

点にして

て，近年

入管法の定める罰則としては，

万円以下の罰金というのが最高

金額では効果が少ないことや不法

れらに対してこそもっと厳格な計

の場でこの分野での日本の刑が

世界への人の密輸が拡大する恐れ

入管法に定める罰則の新設，厳罰

年以前は，不法入国などその

であった。しかし，不法入国等

入国等を行う本人以外にもより

を課す必要があるという認識が

軽すぎる，どこか取締りがゆるい

があるといった国際的な懸念が

化が大きく進行しているのであ

犯人に対して３年以内の懲

の犯罪を抑止するにはこの

大きな利益を得ている者が

国内的に高まるとともに，

ところがあるとそこを起

表明されるなども背景とし

る。

（ ）
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）

）

）

ーバル化の中での移住政策（

年版 レポート，

年版 レポート，

年版 レポート，

） 日本や欧米諸国にとっての課題（山神）

）

） 拙著

年の時

（

）

） マイ

） 同上

年版 レポート，

“難民問題の現状と課題”日本

， ）に掲載した論文の中で，

点ですでに時の内務大臣が庇護

）。

年版 レポート，

ロン・ウエイナー著“移民と難

，

および 年版 レポー

加除出版，平成２年） 。な

（ およ

“（ドイツにおける）庇護申請者

申請の乱用問題を認識している

民の政治学”（明石書房， ），

ト，

お， は，

び 編，

が 人に過ぎなかった

と語った”ことを記している

）

） 前掲

編“人

）

） ウエ

諸国が

してい

） 前掲

の広報誌 （

の論文， ．田

の移動と現代国家―移民環境の

著

イナー前掲書， 。 ほ

， 年にポーランドをはじめ

る（ ）。

広報誌，

年， 号）

中陽香著“ドイツ連 共和国の外

激変と各国の外国人政策の変化”

（

か編の前掲書は，ドイツをはじ

とする東欧諸国と

国人・移民政策”（梶田孝道

， 年３月）

ほか編の前掲著作に収録）

めとするシェンゲングループ

を締結し始めたと

）

）

） 日

出版，

）

） この

年 レポート，

という期限を設けた考え方や背

） （同一の説明は

の各国の実務など。

問題について質問をする学生諸

景については，拙著“難民条約と

，前掲拙著“難民問題の現状と

（ ）

君に，もし自分が本当の難民であ

出入国管理行政”（日本加除

課題”の ），

ったとしたらどこの国に行っ

て庇護

） この

定後の

法務省

とであ

期間の

おくこ

）。

） 米国

を求めるかという思考実験をし

問題について，衆議院法務委員

運用を見ますと，やや運用が硬

におきましても，その後改めて

れば，これはこの際，申請期間

点だけで難民条約に定める保護

とには十分な意味があると考え

の 年９月に成立した，不法

てはという示唆をすることも少な

会から参考人としての意見の陳述

直的に過ぎるのではないかという

運用振りを大きく変更するわけに

を設けないこととして，難民条約

措置を受けられなくなるのではな

る”旨を述べた（平成 年５月

移住改革・移民責任法（

くない。

を求められた筆者は，“法制

批判が多くございましたし，

もなかなか参らないというこ

上の難民に該当する者が申請

いかといった懸念を払拭して

日，法務委員会議録第 号，

連 裁

増員し

期間を

）

）

）

）がその

判所の権限を制限したり，メキ

て倍にすること，移住に関する

１日でも超えた場合には査証は

および ，前掲書，

年の レポート，

および ，前掲書，

一例であるが，この法律では移民

シコ国境から一定距離内の国境警

文書偽造について 年以下の懲役

直ちに失効することなどを規定し

局の決定を覆すことができる

備員を５年間毎年 人ずつ

とすること，非永住者が滞在

た。

（ ）



） 同上，

） 年

） 同上。

立命館経済

版 レポート，

学（第 巻・第３号）

） 同上。

）

） 法務省

流” 号

） 法務省

） たとえ

専門家会

では，偽

書に取り

および ，前掲書，

入国管理局，“就職を目的とした

， 年９月， に掲載

入国管理局，“平成 年における

ば， 年７月にモントリオー

合（筆者も出席）や 年１月に

変造文書に対応するために指紋や

込むことについて協議していた。

在留資格認定証明書交付状況”，

）

留学生等の日本企業への就職”（

ルで開催された， の機械読

ジュネーブで開催された同会合

虹彩などのバイオメトリックス

ただし，そのような措置がどの

（入管協会発行の“国際人

同上誌に掲載， ）

み取り旅行文書に関する

のシンポジウム（同）など

（生体認証技術）を旅行文

程度各国の国民に受け入れ

られるか

） 年

） 外務省

年７月，

） 年

）

） 同上。

） 同上。

（

については今後の課題と考えられ

版 レポート，

領事局企画官，石岡 章，“旅券

）

版 レポート，

および ，前掲書，

も

ていたが。

法の一部改正”（入管協会発行，

および

“国際人流”。 号，

編，

題への対

）

） 年

）

） たとえ

） 不法残

えば，最

に収録）の中で，冷戦後の課題

応の必要性を述べている（

および ，前掲書，

版 レポート，

および ，前掲書，

ば 年６月 日の朝日新聞，読

留者の推移については法務省入国

近では同局入国管理企画官室が発

としての米国の対メキシコ政策

）。

売新聞，ジャパンタイムズなど

管理局が定期的にさまざまな場

表した“第３次出入国管理基本

として，移住問題や環境問

。

で発表を行っている。たと

計画の概要”（入管協会発

行“国際

） 同上。

） たとえ

） 上記

） 締

マイロン・ウ

梶田孝道（編

人流”， 号， 年５月，

ば， 年３月 日の日経新聞記

および の注に同じ。

結交渉をめぐる 年６月 日

エイナー，“移民と難民の政治学

），“人の移動と現代国家―移民環

）など。

事“経済財政白書から”

，８月２日の日経新聞記事など。
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